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７ 家庭への立入調査

児童虐待の防止等に関する法律第９条に基づく立入調査は、児童虐待が行

われているおそれがあるとき、児童福祉司等が児童の住居等に立ち入り、必

要な調査や質問を行うことができるものである。

平成１８年度に立入調査した件数は２３８件であった。

年 度 件 数

平成１６年度 ２８７ 件

平成１７年度 ２４３ 件

平成１８年度 ２３８ 件
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８ 一時保護

児童福祉法第３３条に規定する一時保護は、児童福祉法第２７条に規定さ

、 、れる施設入所等の措置をとるに至るまで 子どもを一時保護所に一時保護し

、 、または児童福祉施設 警察等に一時保護を委託することができるものであり

虐待、放任等の理由により家庭から一時引き離す必要がある場合等に行われ

る。なお、一時保護所は全国に１１７か所設置されている（平成１９年７月

現在 。）

平成１８年度の一時保護件数は１０，２２１件であり、前年度に比べ約

％の増加となっている。そのうち一時保護委託については３，１４０件１３

であり、なかでも児童養護施設への委託が１，４８８件（４７．４％）と一

時保護委託の半数近くを占めている。

平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度

一時保護所 ６，２１４ ６，４１２ ７，０８１

， ）一時保護委託 ２，２１３( ) ２，６３１( ) ３１４０(100% 100% 100%

， （ ）児童養護施設 １，１４３( ) １，３６２( ) １ ４８８ ％51.6% 51.8% 47.4

（ ）乳児院 ３４３( ) ４７２( ) ５５２15.5% 17.9% 17.6%

（ ）児童自立支援施設 ４４( ) ２８( ) ４３2.0% 1.1% 1.4%

（ ）情緒障害児短期治 ３５( ) ４７( ) ５９1.6% 1.8% 1.9%
療施設

（ ）障害児関係施設 １２６( ) １２３( ) １５７5.7% 4.7% 5.0%

（ ）その他社会福祉施 ２７( ) ４８( ) １３０1.2% 1.8% 4.1%
設

（ ）警察署 ８１( ) １１０( ) １２４3.7% 4.2% 3.9%

（ ）里親 １８５( ) ２０９( ) ２８６8.4% 7.9% 9.1%

（ ）その他 ２２９( ) ２３２( ) ３０１10.3% 8.8% 9.6%

計 ８，４２７ ９，０４３ １０，２２１
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９ 虐待相談の対応状況

虐待相談を受け付けた後の対応状況は、助言指導や継続指導等のいわゆる

面接指導が３０，５６６件（８１．２％）と最も多く、施設入所については

約１割の３，８７４件となっている。施設入所の内訳は、児童養護施設が

２，６０３件（６７．２％）と最も多くなっている。

総 数 施 設 入 所 里 親 等 委 託 面 接 指 導 そ の 他

(１００ ) (１０６ ) (０７ ) (８１４ ) (７３ )平成 16 % . % . % . % . %
年度 ３３，４７６ ３，５２７ ２４３ ２７，２５１ ２，４５５

(１００ ) (１０４ ) (０７ ) (８１３ ) (７５ )平成 17 % . % . % . % . %
年度 ３ ，５３１ ３，６２１ ２４３ ２８，０７０ ２，５９７4

平成 （１００％） （７９％）18 .（１０３％） （０６％） （８１２％）. . .
年度 ３７，６５６ ３，８７４ ２５１ ３０，５６６ ２，９６５

（※１ ひとつの事例に対して複数の処理をした場合は複数計上とした ）。
（※２ その他は、児童委員指導、福祉事務所送致、訓戒・誓約など）
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その他
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10.3%

総　数
37,656件
（１００％）
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施設入所の内訳●

平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度

， （ ）児童養護施設 ２，４０５( ) ２，４８７( ) ２６０３68.2% 68.7% 67.2%

（ ）乳児院 ６０２( ) ６１９( ) ６３７17.1% 17.1% 16.4%

）児童自立支援施設 １２３( ) １３０( ) １３８(3.5% 3.6% 3.6%

（ ）情緒障害児短期治 １５５( ) １４８( ) １９３4.4% 4.1% 5.0%
療施設

（ ）その他の施設 ２４２( ) ２３７( ) ３０３6.8% 6.5% 7.8%

， ， （ ）計 ３５２７( ) ３，６２１( ) ３ ８７４100% 100% 100%

その他の施設
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児童自立支援施設
3.6%

情緒障害児短期治
療施設
5.0%

乳児院
16.4%

児童養護施設
67.2%

総数
3,874件
（100％）
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１０ 児童福祉法第２８条（家裁の承認を得て行う施設入所措置 ・第３３条）

の６（家裁に対して児童相談所長が行う親権喪失請求）関係の請求・承

認件数

平成１８年度における２８条（家裁の承認を得て行う施設入所措置）に基

づく請求件数は１８５件、承認件数は１６３件であり、年々請求件数に占め

る承認件数の割合が増加している。

年 度 事 項 法第 条による施設入所 法第 条の６による親権喪28 33
措置の承認申立 失宣告の請求

平成 年度 請 求 件 数 １８６ ４16
承 認 件 数 １４７（７９％） １

平成 年度 請 求 件 数 １７６ ２17
承 認 件 数 １４７（８４％） ２

平成 年度 請 求 件 数 １８５ ３18
承 認 件 数 １６３（８８％） ２

※ （ ）は請求件数に対する承認件数の割合
（注） 児童福祉法第２８条では、保護者が、その児童を虐待し、著しくその監護を怠り、

その他保護者に監護させることが著しく当該児童の福祉を害する場合において、施設
入所の措置を採ることが児童の親権を行う者又は未成年後見人の意に反するときは、
家庭裁判所の承認を得て、施設入所措置をとることができることを規定している。

また第３３条の６では、親権者が児童等に対して、その親権を濫用し、又はいちじ
るしく不行跡であるときは、児童相談所長が親権喪失の請求を家庭裁判所に対して行
うことができることを規定している。

２８条（家裁の承認を得て行う施設入所措置）に基づく請求・承認件数
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